
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 38,689 その他 0 

（参考） 評価
結果

引き続き事業継続し、夜間及び日曜・祝日等の１次救急診療体制の継続に努める。
前年度決算額 38,594 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 38,689 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 38,690 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914　
【９次総の施策体系】3102
【予算計上の経過】
　当初予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ７９（健００１）
【事業の概要】
・小児科診療についても平成２５年度より全日急患診療所での対応となった。
・日々、夜間及び日曜、祝日等の休日に、急な診察を必要とする患者が診察を受けられる
　よう、急患診療所の運営を鳥取県東部医師会へ委託し、住民サービスの向上を図る。ま
　た１次救急患者の受入れ促進を図り、２次および３次救急体制の負担軽減を図る。
【事業の成果】
　（内容）　夜間、休日等における急患診療体制を整備した。
　・委託先：鳥取県東部医師会
　・診療科目：内科、小児科
　・診察時間：
　　<内科・小児科>
　　　　　　　夜間･･･通年（３６５日）　午後７時から午後１０時まで
　　　　　　　休日･･･日曜日及び祝日並びに１２月３１日から翌年の１月３日
　　　　　　　　　 午前９時から午後５時まで
  　・実施場所：東部医師会急患診療所　（鳥取市富安１丁目５８番地１）
（参考：患者実績）
　　平成２４年度実績　夜間　８，７８９人　休日　５，９６０人
　　平成２５年度実績　夜間　９，４５７人　休日　７，０６１人
　　平成２６年度実績　夜間　９，２５２人　休日　７，０２７人
【今後の課題・方向性】
　市報、新聞等の広報活動もあり利用者数も安定している。引き続き１次救急体制を整備
しさらなる周知を図っていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 38,689 0 

保健衛生総務費

当初予算額 38,690 

補正予算額 0 

健００１ 項　　目　　名 夜間休日急患診療所運営委託費等

主要な施策 夜間休日急患診療所運営委託費等 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
保健医療福祉連携課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 1,422 その他 0 

（参考） 評価
結果

東部広域で実施すべきと考え、負担は継続する。
前年度決算額 1,383 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,422 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,422 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914
【９次総の施策体系】3102
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ７９（健００２）
【事業の概要】
　・平成１９年度より県東部広域行政管理組合へ委託業務の事務移管が行われ、委託料等
　　総額の按分による負担金を東部各市町より東部広域へ支出。
　・按分率は利用実績８：人口２
　・休日等の歯科診療を充実させ、市民サービスの向上に努める。
【事業の成果】
（内容）
　休日等において歯科診療が受けられる体制を整備した。
　・委託先　：鳥取県東部歯科医師会
　・診療日　：日曜日及び祝日等の休日、盆、１２月３０日から翌年の１月３日
　・診療時間：午前１０時から午後４時まで
　・診療場所：休日急患歯科診療所（歯科技工専門学校内）
　　　　　　　（鳥取市富安２丁目８４番地）
（決算額）
　平成２４年度実績　　　１，４０４，０００円（負担金（運営費））
　平成２５年度実績　　　１，３８３，０００円（負担金（運営費））
　平成２６年度実績　　　１，４２２，０００円（負担金（運営費））
（患者実績）
　平成２４年度　８５７人（鳥取市　６９７人、市外　１６０人）
　平成２５年度　７６４人（鳥取市　６３９人、市外　１２５人）
　平成２６年度　８１６人（鳥取市　６７２人、市外　１４４人）
【今後の取り組み】
　引き続き、体制の整備に努める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 1,422 0 

保健衛生総務費

当初予算額 1,422 

補正予算額 0 

健００２ 項　　目　　名 休日急患歯科診療所運営費負担金

主要な施策 休日急患歯科診療所運営負担金 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
保健医療福祉連携課年度 H26 事業の概要

－ 93 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 9,453 その他 0 

（参考） 評価
結果

引き続き病院群輪番制病院の診療体制を整え、市民サービスの向上に努める。
前年度決算額 56,916 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,302 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,151 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 9,453 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914
【９次総の施策体系】3102
【予算計上の経過】予算事業別概要目次　９月補正・Ｐ９（健００１）
【事業の概要】
・二次救急病院（病院群輪番制病院）として一次救急病院（夜間休日急患診療所）からの
紹介患者、傷病者及び救急患者の診察に対応するためには、医療機器整備は常に点検、更
新をして一定の高いレベルを保つ必要がある。
・必要な機器を更新し、救急患者の受け入れ態勢を整備することにより、本市の救急体制
の充実が図られまた、救急担当医の負担軽減につながる。
【事業の成果】
（内容）
・病院群輪番制病院の医療機器新規購入、更新に対して補助金を交付した。
・補助金の負担区分：国１/３、県１/３、市１/３
・補助金額の上限：１病院につき２１，６００，０００円
（実績）
平成２４年度実績　　　　　　　　　　２５，６２０，０００円
　　　　内訳：鳥取生協病院　　　　　１２，８１０，０００円
　　　　　　　鳥取赤十字病院　　　　１２，８１０，０００円
平成２５年度（平成２４年度からの繰越分）実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６，３８０，０００円
　　　　内訳：鳥取生協病院　　　　　　８，１９０，０００円
　　　　　　　鳥取赤十字病院　　　　　８，１９０，０００円
平成２５年度実績　　　　　　　　　　４０，３５１，０００円
　　　　内訳：鳥取生協病院　　　　　２１，０００，０００円
　　　　　　　鳥取赤十字病院　　　　１９，３５１，０００円
平成２６年度実績　　　　　　　　　　　９，４５３，０００円
　　　　内訳：鳥取生協病院　　　　　　９，４５３，０００円
【今後の課題・方向性】
　引き続き救急診療体制を整え、市民サービスの向上に努める。　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 9,453 0 

保健衛生総務費

当初予算額 0 

補正予算額 9,453 

健００３ 項　　目　　名 病院群輪番制病院設備整備事業費

主要な施策 病院群輪番制病院設備整備事業費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
保健医療福祉連携課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 2,364 その他 0 

（参考） 評価
結果

看護師等養成所の臨地実習を行う機関の看護職員実習指導者の確保を図り、臨地実習の受け入れ体制の整備に向け、引き続き事業は継続する。
学生実習がピークとなる平成２９年度までの継続は必要不可欠と考える。前年度決算額 4,342 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,364 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,276 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８０（健００４）

【事業の概要】
・鳥取市では市民の健康を守る上でも現在及び将来にわたっての看護師不足解消のため、
新たな看護師養成所の誘致に取り組んでいる。
・実習指導者養成講習会の受講支援をすることにより、看護師養成所の新設への課題の一
つである実習病院の不足解消につなげる。

【事業の成果】
  （内容）
  ・県等が主催する看護職員実習指導者養成講習会に職員を受講させる医療機関に
　受講者の受講期間（約２か月）の基本給の一部を補助した。
　・受講者１人につき１５万円を上限とする。
　※平成２６年度より鳥取県の支援状況を踏まえ、上限額を３０万円から１５万円に
　変更。
　（実績）
　平成２５年度実績　
　　　補助額：４，３４２，０００円　（対象受講者数：２０人）
　平成２６年度実績　
　　　補助額：２，３６４，０００円　（対象受講者数：２６人）

【今後の取り組み】
　・臨地実習の受け入れ体制の整備に向け、引き続き事業を継続する。　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 2,364 0 

保健衛生総務費

当初予算額 7,200 

補正予算額 △ 3,924 

健００４ 項　　目　　名 看護職員実習指導者養成支援事業費

主要な施策 看護職員実習指導者養成支援事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
保健医療福祉連携課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 1,328,268 その他 0 

（参考） 評価
結果

地方公営企業繰出基準（総務副大臣通知）に基づき、今後も開設者が負担すべき経費を繰出ししていく。
前年度決算額 1,327,040 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,417 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,326,851 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,332,406 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８２（健００８）

【事業の概要】
　・鳥取市病院事業会計へ繰出
　・地方公営企業繰出基準（総務副大臣通知）に基づき、開設者が負担すべき経費を繰出
し、経営基盤の強化を図る。

【事業の成果】
　平成２４年度実績　　　　１，２９５，３９７，０００円
　平成２５年度実績　　　　１，３２７，０４０，０００円
　平成２６年度実績　　　　１，３２８，２６８，０００円

【今後の課題・方向性】
・地方公営企業法等に定める経営に関する基本原則を堅持しながら経営の健全化を促進し
　ていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 他会計繰出

目

本年度決算額 1,328,268 0 

市立病院事業会計へ繰出

当初予算額 1,347,852 

補正予算額 △ 15,446 

健００５ 項　　目　　名 市立病院事業会計へ繰出

主要な施策 市立病院事業会計へ繰出 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
保健医療福祉連携課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 874,130 その他 0 

（参考） 評価
結果

　国の基準に準じて今後も継続して事業を実施する。
前年度決算額 883,335 

財
源
内
訳

国・県支出金 290,161 0 

地方債 0 0 

その他 1,571 0 

一般財源 582,398 諸収入 1,571 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 875,024 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
  予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８３（健００９）

【事業の概要】
　離婚の増加によりひとり親家庭は増加している。平成２２年度より父子家庭、平成２４
年度より配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者も対象となった。
　父親又は母親のいないひとり親家庭に手当てを支給することで、その自立を扶助し、児
童福祉の増進を図る。

【事業の成果】
　18歳未満の子を養育する父、母又は養育者に対して手当てを支給するもの。
　全部支給　月額41,430円、一部支給　月額9,780円～41,420円
　子二人目は5,000円加算、三人目以降3,000円加算　
　※所得制限あり
　　　　　受給者数　　支給額
　平成２４年度　１，９００人　　８７４，５１６千円
　平成２５年度　１，９６９人　　８８０，６９９千円
　平成２６年度　１，９３４人　　８７１，２０２千円

【今後の課題・方向性】
　国の基準に準じて今後も継続して事業を実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※その他財源の諸収入は、過年度分返納金。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 874,130 0 

児童福祉総務費

当初予算額 879,134 

補正予算額 △ 4,110 

健００６ 項　　目　　名 児童扶養手当費

主要な施策 児童扶養手当費 ページ 31 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

－ 95 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 102,754 その他 0 

（参考） 評価
結果

児童の健全育成のために必要な施設であり、事業を継続していく
前年度決算額 118,604 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 1,216 0 

一般財源 101,538 諸収入 0 

分担金 0 

1,216 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 57 

最終予算額 103,548 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】指導係 0857-20-3462

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経緯】
　予算事業別概要目次
　　６月補正・Ｐ２７（健００１）

【事業の概要】
　児童館を設置し、放課後に子どもたちが安心して遊んだり、活動したりする場所を提供
する。
　地域型９館(下味野、西品治、国安、古海、馬場、円通寺、湖南、西円通寺、倭文)
　保育型１館(東郷)
　小規模６館(大杙、宮長、上町屋、中井二、曳田、上山手)

【事業の成果】
　・様々な事業を通じ、子どもの社会性、協調性等の健全育成を図った。
　・馬場児童館の耐震補強工事に向けた調査設計業務の実施。
　・古海児童館の公共下水道への接続工事。

【今後の課題・方向性】
　児童の健全育成のために必要な施設であり、事業を継続していく。　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 102,754 0 

児童福祉総務費

当初予算額 98,850 

補正予算額 4,641 

健００７ 項　　目　　名 児童館運営費

主要な施策 児童館運営費 ページ 31 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 22,386 その他 0 

（参考） 評価
結果

２６年度で事業終了とする。
前年度決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 22,386 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 29,849 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461 

【９次総の施策体系】1101 

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８４（健０１１）

【事業の概要】 
　社会福祉法人鳥取こども学園が実施する、「情緒障害児短期治療施設希望館」の第一児
童棟、新設ホーム等の施設整備（改築）に対し、経費の一部を補助し法人の運営基盤の安
定に資する。 

【事業の成果】 
　法人への県補助額の1/2を直接補助し、法人の負担軽減を図った。 
　施設整備の概要　①施設の名称　情緒障害児短期治療施設・鳥取こども学園希望館 
　　　　　　　　　②事業主体者　社会福祉法人　鳥取こども学園希望館 
　　　　　　　　　③整備の内容　ｱ)第一児童棟、ｲ)新設ホーム、ｳ)心理療法室　改築 
　　　　　　　　　④延床面積　　ｱ)　904.14㎡　ｲ)　233.52㎡　ｳ)　48.60㎡ 
　　　　　　　　　⑤総事業費　　　２４１，９２０千円 
　　　　　　　　　⑥財源内訳　　国１０７，５２０千円 
　　　　　　　　　　　　　　　　（社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金） 
　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県補助額　　５３，７６０千円 
　　　　　　　　　　　　　　　　（鳥取県社会福祉施設等耐震化等整備費補助金）　 
　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取市補助額　　２２，３８６千円
　　　　　　　　　　　　　　　　（繰越）　　　　　４，４９４千円
　　　　　　　　　　　　　　　　法人負担額　　　５３，７６０千円
【今後の課題・方向性】
　一部事業繰越により２７年度で事業終了。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 22,386 0 

児童福祉総務費

当初予算額 29,849 

補正予算額 0 

健００８ 項　　目　　名 情緒障害児短期治療施設整備費補助金

主要な施策 情緒障害児短期治療施設整備費補助金 ページ 31 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

－ 96 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 3,068,738 その他 0 

（参考） 評価
結果

制度に沿った支援を継続的に行い、子どもの健全育成に繋げる。
前年度決算額 3,092,109 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,589,053 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 479,685 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,097,366 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８４（健０１２）、１２月補正・Ｐ１５（健００２）

【事業の概要】
　平成24年4月より従前の「子ども手当」に代わり制度開始したもの。
　児童を養育している人に手当を支給することにより、各家庭における子育て費用の負担
軽減を図り、もって児童の健全育成につなげる。
　対象：中学校修了前の児童
　金額：３歳未満の子ども1人あたり月額15,000円、３歳以上小学校修了までの子ども1人
　　　　あたり月額10,000円（第1子・2子）、３歳以上小学校修了までの子ども1人あた
　　　　り月額15,000円（第3子以降）、中学生の子ども1人あたり月額10,000円

【事業の成果】
　子どもを養育している人に手当を支給することにより、各家庭における子育て費用の　
負担軽減を図り、子どもの健全育成につなげることができた。
　　支給対象児童数　平成２５年度　２３，５２９人
　　　　　　　　　　平成２６年度　２３，３１６人　

【今後の課題・方向性】
　制度に沿った支援を継続的に行い、子どもの健全育成に繋げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 3,068,738 0 

児童福祉総務費

当初予算額 3,103,607 

補正予算額 △ 6,241 

健００９ 項　　目　　名 児童手当費

主要な施策 児童手当費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 231,863 その他 0 

（参考） 評価
結果

　　制度に沿った支援を継続的に行い、子どもの健全育成に繋げる。
前年度決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 231,863 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 251,333 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８５（健０１３）、１２月補正・Ｐ１６（健００３）

【事業の概要】
　消費税額の引き上げに際し、子育て世帯への影響を緩和するとともに、子育て世帯の消費の下支
えを図る観点から、臨時特例給付金の給付措置を行う。なお、児童手当の上乗せではなく臨時福祉
給付金と併給調整する。

【事業の成果】
　子育て世帯へ支給することにより、各家庭における消費増税による負担軽減が図られ、子どもの
健全育成につながった。

　　支給対象児童数　２１，３４４人　（児童１人あたり１万円）

【今後の課題・方向性】
　制度に沿った支援を継続的に行い、子どもの健全育成に繋げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 231,863 0 

児童福祉総務費

当初予算額 226,043 

補正予算額 25,290 

健０１０ 項　　目　　名 子育て世帯臨時特例給付金支給事業費

主要な施策 子育て世帯臨時特例給付金支給事業費 ページ 31 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

－ 97 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 504 その他 0 

（参考） 評価
結果

子ども・子育て支援事業計画の進捗を図りながら定期的に見直しを行っていく。
前年度決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 504 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 △ 16 

最終予算額 1,776 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　９月補正・Ｐ１０（健００３）

【事業の概要】
　幼児教育、保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するため、子ども・子育て
関連３法が成立（平成２４年８月）。子ども子育て支援新制度が平成27年4月より開始さ
れた。すべての子ども・子育て家庭を対象に、幼児教育、保育、地域の子ども・子育て支援の質・
量の拡充を図る。

【事業の成果】　　
・子ども・子育て支援新制度に向け児童福祉システム改修
・鳥取市子ども・子育て会議の開催　年７回開催
・鳥取市子ども・子育て支援事業計画の策定（H27.3）
・運営法人の意向調査及び利用者負担額の検討
・条例規則等制定など

【今後の課題・方向性】
　子ども・子育て支援事業計画（H27年度～5箇年）の進捗を図りながら、経過を「子ども
・子育て会議」に報告し、定期的に見直しを行っていく。　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 504 0 

児童福祉総務費

当初予算額 0 

補正予算額 1,792 

健０１１ 項　　目　　名 こども・子育て支援制度事務費

主要な施策 事務費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 8,497 その他 0 

（参考） 評価
結果

就職に有利な資格を取得する期間の経済的な負担の軽減により、資格取得に打ち込むことが可能となる。職業能力開発の口座受講料の助成と併
せて、継続的な取り組みを行う。前年度決算額 10,833 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,813 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,684 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 8,497 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８５（健０１４）

【事業の概要】
　母子・父子家庭において就職に有利な資格を取得するには期間がかかりその間の生活費
の不安から資格取得に向かえない現状がある。
　就職に有利で、かつ生活の安定につながる看護士、介護福祉士等国家資格取得養成機関
在籍中、給付金を支給することにより、経済的な負担の軽減により資格取得に打ち込める
ことが可能となる。

【事業の成果】
　高等職業訓練促進費：看護士、介護福祉士等の国家資格取得のために養成機関に２年以
上在籍する場合に給付金を支給。
　平成２４年度　２２名
　平成２５年度　１０名
　平成２６年度 　 ８名（内新規入学者　５名、卒業　３名）

【今後の課題・方向性】
　就職に有利な資格を取得する期間の経済的な負担の軽減により、資格取得に打ち込める
ことが可能になる。職業能力開発の講座受講料の助成と併せて継続的な取組みを行う。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 8,497 0 

母子福祉費

当初予算額 9,278 

補正予算額 △ 781 

健０１２ 項　　目　　名 ひとり親家庭自立支援給付金事業費

主要な施策 母子家庭自立支援給付金事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

－ 98 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 663,514 その他 0 

（参考） 評価
結果

市立保育園の運営に要する経費の支出であり今後とも継続する必要がある。
前年度決算額 918,857 

財
源
内
訳

国・県支出金 69,192 117 

地方債 0 0 

その他 39,078 0 

一般財源 555,244 諸収入 36,963 

分担金 0 

1,880 

区　　分 決算額 118 

予算流・充用額 △ 2,597 

最終予算額 684,264 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８６（健０１５）

【事業の概要】
　市立保育園２６園の光熱水費など施設管理費、給食費、臨時保育士等の人件費などの支
出。

【事業の成果】
　保育業務による子育て支援の実施。
　市立保育園の円滑な運営。

【今後の課題・方向性】
　市立保育園の運営に要する経費の支出であり今後とも継続する必要がある。　　　　　　
※その他財源の諸収入は、電話使用料、保育士共食費負担金、保育園広域入所委託料、その他上下
水道料金等、不用物品等売払収入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 663,514 0 

保育所費

当初予算額 740,093 

補正予算額 △ 53,232 

健０１３ 項　　目　　名 市立保育園運営費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 63,051 その他 0 

（参考） 評価
結果

当面現状を維持するが、未実施園について保育ニーズを確認しながら、施設整備と併せて検討していく。
前年度決算額 87,448 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,906 0 

地方債 0 0 

その他 6,747 0 

一般財源 46,398 諸収入 6,747 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 66,432 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
  　当初予算・Ｐ８６（健０１６）

【事業の概要】
　勤務時間の多様化により、保育時間の延長、休日の保育園利用の要望がある。利用者の
要望に応えた保育業務を実施することで、仕事と子育てとの両立を支援し、安心して子育
てができる環境の充実を図る。

【事業の成果】
　１．延長保育：通常18時までの預かり時間を最長19時半まで延長するもの。
　　実施保育園16園（旧市×7、国府×2、福部×1、河原×1、用瀬×1、気高×2、
　鹿野×1、青谷×1）
　２．一時保育：保護者の都合等で非入園児童の預かりを一日単位で行なうもの。
　　実施保育園5園（河原×1、用瀬×1、気高×１、鹿野×1、青谷×1、旧市は私立のみ
　４園が実施）
　３．休日保育：日曜、祝日の保育要望に応えるもの。
　　実施保育園1園（千代保育園）　

【今後の課題・方向性】
　当面現状を維持するが、未実施園について保育ニーズを確認しながら、施設整備と併せ
て検討していく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※その他財源の諸収入は、延長保育促進利用者負担金、一時保育事業利用者負担金、休日保育事業
利用者負担金。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 63,051 0 

保育所費

当初予算額 86,515 

補正予算額 △ 20,083 

健０１４ 項　　目　　名 市立保育園特別保育事業費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 221,383 その他 0 

（参考） 評価
結果

民間の経営手法を活かして保育園運営を実施するため今後も継続する。
前年度決算額 236,682 

財
源
内
訳

国・県支出金 7,818 0 

地方債 0 0 

その他 38,949 0 

一般財源 174,616 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 △ 4,562 

最終予算額 221,624 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８７（健０１７）

【事業の概要】
　大正と白兎保育園は指定管理者制度を導入して運営している。
　指定管理者制度を導入することで、コストの軽減、保育ニーズの多様化への対応が図れ
る。

【事業の成果】
　保育園２園（大正保育園・白兎保育園）の運営委託の実施。

【今後の課題・方向性】
　民間の経営手法を活かして保育園運営を実施するため今後も継続する。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 221,383 38,949 

保育所費

当初予算額 260,921 

補正予算額 △ 34,735 

健０１５ 項　　目　　名 市立保育園運営委託費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 2,638,035 その他 0 

（参考） 評価
結果

国が定める制度に基づき継続する。
前年度決算額 2,322,494 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,347,848 0 

地方債 0 0 

その他 542,608 0 

一般財源 747,579 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 23,954 

最終予算額 2,638,037 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８７（健０１８）
　
【事業の概要】
　私立保育園は国の基準に基づいて運営費が定められており、入所児童数に応じた費用を
支払うもの。

【事業の成果】
　私立保育園の安定的な運営が確保され、入所児童の環境向上に繋がった。
　　私立保育園１６園　　認定こども園５園
　在園児童数、特別保育事業に基づく委託料の支払い。
　　　　　　　特別保育事業・・・障がい児保育、乳児保育、延長保育等

【今後の課題・方向性】
　国が定める制度に基づき継続する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 2,638,035 542,608 

保育所費

当初予算額 2,675,270 

補正予算額 △ 61,187 

健０１６ 項　　目　　名 私立保育園運営費

主要な施策 私立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 52,880 その他 0 

（参考） 評価
結果

平成２６年度をもって本補助金は廃止する。
前年度決算額 45,979 

財
源
内
訳

国・県支出金 45,903 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,977 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 54,015 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　１２月補正・Ｐ１６（健００４）

【事業の概要】
　待機児童解消のため、保育所の整備等によって量的拡充が図られているところであるが
保育の担い手である保育士等の確保が課題となっている。 
　保育士等の人材確保対策の一環として、保育士等の処遇改善に取り組む保育所に助成を
行い保育士等の確保を推進する。

【事業の成果】
　私立保育所における職員平均勤続年数に応じて、保育所運営費の民間施設給与等改善費
を基礎に、保育士等の処遇改善に要する費用を保育所に対して助成。
　Ｈ25年度　１５園　44,767千円
　Ｈ26年度　１８園　49,635千円

【今後の課題・方向性】
　子ども・子育て支援法に基づく施設型給付（法定代理受領）等において処遇改善加算と
して反映されるため、平成２６年度をもって本補助金は廃止する。　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 52,880 0 

保育所費

当初予算額 60,447 

補正予算額 △ 6,432 

健０１７ 項　　目　　名 保育士等処遇改善臨時特例事業費

主要な施策 私立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 64,813 その他 0 

（参考） 評価
結果

県の制度を利用して継続実施する
前年度決算額 47,104 

財
源
内
訳

国・県支出金 32,389 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 32,424 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 69,343 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８８（健０１９）

【事業の概要】
　保育士１名が担当できる児童の数は国の基準で０歳児３名、１・２歳児６名、３歳児２０名と定
められているが、年齢が１歳違うだけで保育士の負担が倍増する。また発達障がい児や気になる子
への対応、保護者支援など保育士に求められる課題が多様化している。
　１歳児が５人以上入園している保育園で、１人の保育士が担当する1歳児の人数が４．５人以下
になるように配置している場合、又は３歳児が６人以上入園している保育園で１人の保育士が担当
する３歳児の人数が１５人以下になるように配置している場合、補助金を交付するもの。保育士の
担当園児数が減ることでよりきめ細かい保育の実施が確保される。

【事業の成果】
　補助基準額（月額）　１歳児受入れに係る国配置基準と県配置基準における保育士数の
人役差×保育士人件費（月額）（正規職員：259,000円、非正規職員：148,500円）
　実施保育園　21保育園
　補助金額　
　　平成24年度　38,981千円　平成25年度　47,104千円　平成26年度　64,813千円

【今後の課題・方向性】
　県の制度を利用して継続実施する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 64,813 0 

保育所費

当初予算額 71,845 

補正予算額 △ 2,502 

健０１８ 項　　目　　名 低年齢児受入保育所保育士特別配置事業費補助金

主要な施策 私立保育園運営施設助成費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 89,057 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後も園児の受け入れ体制の整備と待機児童対策として継続して事業を実施する。
前年度決算額 121,864 

財
源
内
訳

国・県支出金 59,998 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 29,059 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 311,922 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経緯】
　予算事業別概要目次
　　６月補正・Ｐ２７（健００２）、９月補正・Ｐ１１（健００５）
　　１２月補正・Ｐ１７（健００５）
　
【事業の概要】
　近年、保育需要の増大とともに保育ニーズの低年齢化により保育園の収容力に不足が生
じている一方で、幼稚園に入園する児童数が減少している。幼保連携施設による受入れな
ど、園児の受入れ体制の整備が求められている。
　国の子育て支援対策として創設された「安心こども基金」による補助事業により、民間
法人が行う保育所整備等に助成を行い、施設定員の増員による待機児童対策に資する。

【事業の成果】
　①認定こども園　さくら幼稚園保育園大規模改修（学校法人東部学園）　
　②久松保育園大規模改修（社会福祉法人あすなろ会）
　③コモド第一保育園施設改修（社団法人　地域サポートネットワークとっとり）
 (H27へ繰越）
　④津ノ井保育園改築（社会福祉法人鳥取福祉会）　　繰越額２０８，８７２千円
　
【今後の課題・方向性】
　今後も園児の受け入れ体制の整備と待機児童対策として継続して事業を実施する。　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 89,057 0 

保育所費

当初予算額 0 

補正予算額 311,922 

健０１９ 項　　目　　名 保育所緊急整備事業費補助金

主要な施策 私立保育園運営施設助成費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 29,216 その他 0 

（参考） 評価
結果

　施設を維持管理していくため継続して実施する必要がある
前年度決算額 24,997 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 29,216 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 2,941 

最終予算額 30,784 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経緯】
　予算事業別概要目次
　　６月補正・Ｐ２８（健００３）

【事業の概要】
　保育園施設の老朽化に伴う修繕等を実施。

【事業の成果】
　公立２６保育施設の適切な維持管理を行った。
　・福部すなっこ園中庭修繕
　・大正保育園遊戯室天井ボード改修
　・千代保育園増築工事に伴う設計業務
　・各保育園設備の故障修繕、樹木の伐採剪定等の管理

【今後の課題・方向性】
　施設を維持管理していくため継続して実施する必要がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 29,216 0 

保育所費

当初予算額 20,189 

補正予算額 7,654 

健０２０ 項　　目　　名 各保育園特定補修費

主要な施策 保育園施設整備費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 970,968 その他 0 

（参考） 評価
結果

計画的に耐震改修を進め、利用者の安心安全を確保する。
前年度決算額 62,482 

財
源
内
訳

国・県支出金 32,920 0 

地方債 886,500 0 

その他 0 0 

一般財源 51,548 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 △ 19,544 

最終予算額 1,016,965 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８８（健０２０）、６月補正・Ｐ２８（健００４）

【事業の概要】
　耐震診断の結果、耐震性の低い保育園の早期改築を行うことで、安心・安全な保育環境
を整備し、併せて施設収容力を拡大することによる待機児童対策を行う。

【事業の成果】
　富桑保育園、賀露保育園、美和保育園（２期）の改築工事を実施。
　白兎保育園、美和保育園の解体及び外構工事を実施。
　美保保育園の基本設計・実施設計、地質調査の実施。

【今後の課題・方向性】
計画的に耐震改修を進め、利用者の安心安全を確保する。
平成２７年度：富桑・賀露保育園の解体・外構工事
　　　　　　　美保保育園の改築工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 970,968 0 

保育所費

当初予算額 706,851 

補正予算額 329,658 

健０２１ 項　　目　　名 保育園耐震改修等事業費

主要な施策 保育園施設整備費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 34,605 その他 0 

（参考） 評価
結果

本年度は、インフルエンザ等の流行期間が短かったこともあり昨年度に比べて利用者数は減少しているが、保護者のニーズは非常に高く、今後
拡大の方向で検討していく。前年度決算額 39,116 

財
源
内
訳

国・県支出金 21,719 0 

地方債 0 0 

その他 513 0 

一般財源 12,373 諸収入 513 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 △ 203 

最終予算額 38,112 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464
【９次総の施策体系】1101
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８９（健０２１）
【事業の概要】
　①病児保育事業（せいきょうこどもクリニック）
　　　児童が病気の回復期に至らない場合で、当面の症状の急変が認められない場合にお
　　いて、通常保育とは別の専用施設で預かることにより、親の子育てと仕事との両立支
　　援を図る。せいきょうこどもクリニックで実施。
　②病後児保育事業
　　　病気回復期で集団保育が出来ない児童を通常保育とは別の専用施設で預かることに
　　より、児童の健全育成と親の子育てと仕事との両立支援を図る。
　③非施設型病児・病後児保育事業（ＮＰＯ法人ＫｉＲＡＬｉ）
　　　病気回復期で集団保育が出来ない児童を施設で預かるのではなく、子どもの家に保
　　育者が伺い病児・病後児保育を行い、親の子育てと仕事との両立支援を図る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　利用時間　　　　利用料金
　せいきょうこどもクリニック　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　市立病院　　　　　　　　　　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　散岐保育園　　　　　　　　　8：30～17：30　　500円／日
　すくすく保育園　　　　　　　8：30～17：30　　500円／日
　ひかり保育園　　　　　　　　8：30～17：30　　500円／日
　ＮＰＯ法人ＫｉＲＡＬｉ　　　8：30～18：30　　500円／時間（別途登録料）
【事業の成果】
　平成24年度：1,581人、平成25年度：1,708人、平成26年度：1,561人
【今後の課題・方向性】
　保護者のニーズが年々高まっていることから、今後拡大の方向で検討していく。　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※その他財源の諸収入は、病児・病後児保育利用者負担金。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 34,605 0 

保育所費

当初予算額 41,302 

補正予算額 △ 2,987 

健０２２ 項　　目　　名 病児・病後児保育事業費

主要な施策 病児・病後児保育事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 2,923 その他 0 

（参考） 評価
結果

地域型保育事業に移行するため、26年度で事業終了
前年度決算額 2,923 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,923 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,924 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８９（健０２２）

【事業の概要】
　本市の待機児童対策、中心市街地のにぎわい創出を図るための新たなモデル事業として
まちなか保育モデル事業を実施する。
　①補助対象者：社団法人　地域サポートネットワークとっとり
　②まちなか保育所コモド園（認可外保育施設　平成２３年８月開設）の運営費補助
　③内容
　・定員：９名（0～2歳対象）
　・開所時間：平日・土曜7:30～18:00
　・職員体制：保育所基準に準じて配置
　・料金：保育料：40,000円（月額　給食費含む）、託児料：600円（１時間）

【事業の成果】
　保育事業と託児事業の年間受入れ児童数
　　平成２５年度　７６８人
　　平成２６年度　７７６人

【今後の課題・方向性】
　地域型保育事業に移行するため、26年度で事業終了。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 2,923 0 

保育所費

当初予算額 2,924 

補正予算額 0 

健０２３ 項　　目　　名 まちなか保育支援モデル事業費

主要な施策 認可外保育園子育て支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 79,324 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子家庭やＤＶ等特別な事情のある家庭が自立を目指すために、安全で安心して暮らせる施設を提供するため継続して維持する必要がある。
前年度決算額 73,964 

財
源
内
訳

国・県支出金 33,374 0 

地方債 0 0 

その他 23,356 0 

一般財源 22,594 諸収入 22,802 

分担金 0 

241 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 80,143 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９０（健０２３）

【事業の概要】
　離婚、ＤＶ等事情のある母子家庭の自立を支援するため、安全で安心して暮らせる住居
が必要であり、そのため、鳥取市母子生活支援施設「つくし」を設置し、運営を（社福）
鳥取福祉会に指定管理委託する。

【事業の成果】
　１８歳までの児童を養育或いはＤＶ等特別な事業のある母子家庭に住居を提供すること
で、当該家庭が精神的にも経済的にも自立できるよう支援が図られた。
　・鳥取市母子生活支援施設「つくし」の運営･･･20世帯入居可能
　　　平成２６年度入居世帯数　２２世帯（内広域による入所７世帯）

【今後の課題・方向性】
　入居・支援を必要とする母子家庭のため運営を続ける。　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※その他財源の諸収入は、母子生活支援施設入所負担金。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 79,324 313 

母子生活支援施設費

当初予算額 74,610 

補正予算額 5,533 

健０２４ 項　　目　　名 母子生活支援施設運営費

主要な施策 母子生活支援施設運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 42,577 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子家庭が、安心して自立を目指す支援を行うため、継続して事業を行う。
前年度決算額 30,942 

財
源
内
訳

国・県支出金 31,931 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 10,646 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 42,950 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　１２月補正・Ｐ１７（健００６）

【事業の概要】
　ＤＶなどの被害から避難する母子（鳥取市民）は、安全安心のため市外の母子生活支援
施設への入居措置を行なっている。
　１８歳までの児童を養育、またはＤＶ等特別な事情のある母子家庭等に住居を提供することで、
当該家庭が精神的にも経済的にも自立できるよう図るもの。

【事業の成果】
　平成２４年度　１３世帯　３４人
　平成２５年度　１３世帯　３６人
　平成２６年度　１４世帯　３８人

※母子生活支援施設措置費（国1/2、県1/4）

【今後の課題・方向性】
　入居・支援により安心して自立を目指す母子家庭のため続けていくものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 42,577 0 

母子生活支援施設費

当初予算額 32,088 

補正予算額 10,862 

健０２５ 項　　目　　名 広域入所措置費

主要な施策 広域入所措置費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 94,333 その他 0 

（参考） 評価
結果

子育てしやすい環境促進のため継続して事業実施する。
新制度に移行する幼稚園（認定こども園）の園児との整合を図る。前年度決算額 89,640 

財
源
内
訳

国・県支出金 22,697 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 71,636 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 95,372 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９０（健０２４）、９月補正・Ｐ１１（健００６）

【事業の概要】
　私立幼稚園への就園を促進するため、保護者の経済的負担の軽減する補助制度を設けて
いる。保護者の経済的負担を軽減することで、幼稚園入園を促され、子どもが幼稚園での
集団生活を経験すること等により社会性の発達に資するもの。

【事業の成果】
　私立幼稚園の入園料、授業料の一部について、市民税所得割の区分に応じて減免する幼
稚園に対し補助金を交付する。
　また、私立幼稚園における２歳児の就園促進を図るため、平成25年度より２歳児においても適
用。
　　　　　　　　　対象人数　　補助金額
　　平成２４年度    １，１０９人　 ８８，４７８千円
　　平成２５年度    １，０３７人　 ８９，６４０千円
　　平成２６年度　　１，０９８人　 ９４，３３３千円

【今後の課題・方向性】
　子育てしやすい環境促進のため継続して事業実施する。
　新制度に移行する幼稚園（認定こども園）の園児との整合を図る。　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目

本年度決算額 94,333 0 

私立学校振興費

当初予算額 92,068 

補正予算額 3,304 

健０２６ 項　　目　　名 私立幼稚園就園奨励費補助金

主要な施策 私立幼稚園就園奨励費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

－ 105 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 61,902 その他 0 

（参考） 評価
結果

幼稚園の環境向上のため継続して実施していく。
前年度決算額 61,902 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 61,902 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 61,902 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９１（健０２５）

【事業の概要】
　私立幼稚園への運営費の補助により、人件費等が運営経費に占める割合が低くなること
で、幼児教育環境の整備・向上が促がされる。

【事業の成果】
　補助総額の35％を均等割、55％を園児数割、10％を子育て支援割りとして計算した額を
運営費として交付する。平成21年度より2歳児受入実施園に対し1人あたり30千円を補助。
　補助実績
　平成２４年度　６１，９０２千円
　平成２５年度　６１，９０２千円
　平成２６年度　６１，９０２千円

【今後の課題・方向性】
　幼稚園の環境向上のため継続して実施していく。
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目

本年度決算額 61,902 0 

私立学校振興費

当初予算額 61,902 

補正予算額 0 

健０２７ 項　　目　　名 私立幼稚園運営費補助金

主要な施策 私立幼稚園運営費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 7,933 その他 0 

（参考） 評価
結果

３子以降保育料無償化を行うため、27年度より事業を拡大する。
前年度決算額 8,344 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 7,933 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 8,882 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９１（健０２６）

【事業の概要】
　多子世帯の幼稚園保育料を軽減することにより、経済的負担の軽減及び子育てしやすい
環境づくりを促進する。
　市内に在住し、私立幼稚園に在園する同一世帯の第3子以降に係る保育料を軽減する。
　保護者が幼稚園に支払う保育料から「同時在園保育料軽減」及び「就園奨励費補助金」
を控除した額（補助対象経費）に4分の1を乗じて得た額を交付するもの。

【事業の成果】
（補助実績）
  　平成２４年度　　２０４人　８，２１０千円
　　平成２５年度　　２０２人　８，３４４千円
　　平成２６年度　　２０２人　７，９３３千円

【今後の課題・方向性】
　３子以降保育料無償化を行うため、27年度より事業を拡大する。　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目

本年度決算額 7,933 0 

私立学校振興費

当初予算額 8,882 

補正予算額 0 

健０２８ 項　　目　　名 私立幼稚園第３子保育料軽減子育て支援事業費補助金

主要な施策 私立幼稚園第３子保育料軽減子育て支援事業費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
児童家庭課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 3,154 その他 0 

（参考） 評価
結果

公衆浴場の経営の安定を図り、市民の公衆衛生基盤を安定的に確保するため、今後とも運営費等への助成を継続していく。
前年度決算額 2,172 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,500 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,654 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,172 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】予防係　0857-20-3191

【９次総の施策体系】3201

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９２（健０２７）、６月補正・Ｐ２９（健００５）

【事業の概要】
　公衆浴場の運営費・施設整備費に対して県・市で助成することにより、公衆浴場の経営
の安定を図り、地域住民の公衆衛生基盤を安定的に確保する。

【事業の成果】
　４公衆浴場に対し公衆浴場確保対策補助金を交付した。
（補助対象公衆浴場）
　宝温泉、木島温泉、合名会社元湯温泉、有限会社日乃丸温泉
（１公衆浴場あたりの鳥取市助成限度額）
　・年間運営費　　　　上限　　５１３千円／浴場（県補助上限２５０千円）
　・利用者促進経費　　上限　　　３０千円／浴場
　・省エネ機器整備費　上限１，０００千円／浴場（県補助上限５００千円）

　平成２４年度　２，３０７千円　４公衆浴場（原油価格高騰対策加算あり）
　平成２５年度　２，１７２千円　４公衆浴場
　平成２６年度　３，１５４千円　４公衆浴場（省エネ機器整備加算あり）

【今後の課題・方向性】
　公衆浴場の経営の安定を図り、市民の公衆衛生基盤を安定的に確保するため、今後とも
運営費等への助成を継続していく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 3,154 0 

保健衛生総務費

当初予算額 2,172 

補正予算額 1,000 

健０２９ 項　　目　　名 公衆浴場確保対策補助金

主要な施策 公衆浴場運営補助金 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 69,292 その他 0 

（参考） 評価
結果

必要に応じ各地区保健センターの修繕等を実施し、適切な管理運営に努める。
改善事項として、今後、施設の良好な状態を保つため、予防修繕に努めたい。前年度決算額 62,914 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 24,384 0 

一般財源 44,908 諸収入 23,300 

分担金 0 

1,084 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 70,644 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】予防係　0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　９月補正・Ｐ１２（健００７）、１２月補正・Ｐ１８（健００７）

【事業の概要】
　市民の健康づくりの推進及び自主的な保健活動の振興に資するため、国府・用瀬・佐治
・気高・鹿野・青谷地区に保健センター及び鳥取東健康福祉センターを設置している。

【事業の成果】
　各地区保健センター、鳥取東健康福祉センターの適切な維持管理をすることにより、保健事業の
スムーズな運営を図った。

　平成２４年度　５３，８７２千円
　平成２５年度　６２，９１４千円
　平成２６年度　６９，２９２千円

【今後の課題・方向性】
　今後も市民の利用状況を見ながら、保健事業を実施するにふさわしい環境を維持できる
よう管理に努めるとともに、コスト削減を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※その他財源の諸収入は、光熱水費負担金、電話使用料、建物等損害共済金。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 69,292 0 

保健衛生総務費

当初予算額 62,615 

補正予算額 8,029 

健０３０ 項　　目　　名 施設管理費

主要な施策 施設管理費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 3,295 その他 0 

（参考） 評価
結果

特定年齢到達者への送付について、実際の使用状況やニーズを、アンケートで把握することにより検討する。
前年度決算額 3,745 

財
源
内
訳

国・県支出金 120 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,175 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,490 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】予防係　0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次　当初予算・Ｐ８０（健００３）

【事業の概要】
　市民健康手帳を配布、活用を促すことで自己の健康管理を促し疾病予防へつなげる。

【事業の成果】
　平成２４年度　決算額　３，１７３千円
　　・平成２４年１１月に８，０００部作成した。配布内訳は
　　　　４０歳、６０歳に郵送　　　　約５，６００部
　　　　残りを窓口等で希望者へ配布　約２，４００部
　　・今後の手帳の更なる普及の参考に手帳の活用モニターを募集した。
　平成２５年度　決算額　３，７４５千円
　　・平成２５年８月に１０，０００部作成した。配布内訳は
　　　　４０歳、６０歳到達の市民へ郵送　　約５，６００部
　　　　人間ドック、特定保健指導時に配布　約　　８００部
　　　　地域の教育、相談時に配布　　　　　約１，６００部
　　　　その他　若干数
　平成２６年度　決算額　３，２９５千円
　　・平成２７年１月に８，０００部作成した。配布内訳は
　　　４０歳、６０歳到達の市民へ郵送　約５，５００部
　　　残りを窓口等で希望者へ配布　　　約２，７００部

【今後の課題・方向性】
　　引き続き市民健康手帳の発行を継続し更なる普及に努める。　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 3,295 0 

保健衛生総務費

当初予算額 3,490 

補正予算額 0 

健０３１ 項　　目　　名 市民健康手帳導入事業費

主要な施策 市民健康手帳導入事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 1,244 その他 0 

（参考） 評価
結果

市民の健康増進・健康意識の高揚を図るため、市民ニーズを的確に把握し、継続実施する。
前年度決算額 1,204 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,244 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,250 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９２（健０２８）

【事業の概要】
　「自分の健康は自分で守ろう」と、市民一人ひとりの健康意識を高め、健康づくりの大
切さを啓発するため、昭和５９年より「鳥取市民健康ひろば」を開催している。

【事業の成果】
　市民一人ひとりが生涯を通じて、その人らしく健康で豊かな人生を送ることを目指して
策定された「とっとり市民元気プラン２０１１」を推進するため、市民一人ひとりが健康
づくりの意識と意欲を高め、主体的に取り組むきっかけづくりを目的とした健康づくり講
演会等を実施。
（１）健康づくり講演
（２）健康相談コーナーの設置
　　　内科相談・歯科相談・薬の相談・血圧体脂肪測定・栄養相談・タバコ相談等
（３）展示・地元特産物の販売、餅つき、等
　委託先：鳥取市民健康ひろば実行委員会

　平成２４年度　１，２４８千円　来場者約３５０名
　平成２５年度　１，２０４千円　来場者約６００名　
　平成２６年度　１，２４４千円　来場者約６５０名
　
【今後の課題・方向性】
　社会状況やアンケートによる市民の要望を考慮して内容を毎回見直し継続実施する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 1,244 0 

健康対策費

当初予算額 1,250 

補正予算額 0 

健０３２ 項　　目　　名 健康ひろば事業費

主要な施策 健康ひろば事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 3,657 その他 0 

（参考） 評価
結果

「食」の多様化に伴う生活習慣病の増加や「食」に関する情報が多い中、食育推進員の養成を行い、確かな知識の普及につなげるとともに、推
進員の地区での活動が円滑にできるよう支援をし、推進員が市民へ積極的に食育を推進していくことで、市民の疾病予防につなげていく。前年度決算額 3,073 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,657 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,668 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】食育推進係 0857-20-3192

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次　当初予算・Ｐ９３（健０２９）

【事業の概要】
　生活習慣病予防のための知識を習得し、家族、地域の食生活改善、健康づくりの実践を
推進するため、平成９年度から食生活改善推進員養成講座を実施。養成講座修了生で組織
される鳥取市食育推進員会に地域における食生活改善地区活動事業を委託し、生活習慣病
予防のための普及活動を実施している。（平成２６年度に食生活改善推進員から食育推進員に名称
変更）

【事業の成果】
　地域における食生活改善を積極的に推進していくことを目的に、食育推進員の養成と地
区組織を育成し、増加する生活習慣病予防に最も重要である食生活の改善を広く普及し、
健康づくりの推進につなげた。

　　　　　　　　　　　平成２４年度　　　平成２５年度　  　平成２６年度
・決算額　　　　　　　３，７７１千円    ３，０７３千円　  ３，６５７千円
・食育推進員養成講座　８回シリーズを　　８回シリーズを    ８回シリーズを
　　　　　　　　　　　１会場２グループ　１会場２グループ　１会場２グループ
・養成講座修了者数　　３５人　　　　　  ２０人　　　　　　２６人　
・地区伝達講習会　　　３７７回　　　　　３２０回　　　　　３１４回

【今後の課題・方向性】
　食育推進員の養成と食育推進員の地区活動を通して、生活習慣病予防のための確かな知
識の普及啓発に継続して取り組み、市民の疾病予防につなげていく。　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 3,657 0 

健康対策費

当初予算額 3,668 

補正予算額 0 

健０３３ 項　　目　　名 食生活改善事業費

主要な施策 食育活動等推進事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 440 その他 0 

（参考） 評価
結果

生活習慣病の発症予防及び重症化予防には食生活改善が極めて重要であり、今後も対象者に合わせた疾病予防
につながる食育の支援をしていく必要がある。前年度決算額 485 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 440 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 560 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】食育推進係 0857-20-3192

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９３(健０３０)

【事業の概要】
　生活習慣病（がん、糖尿病など）の増加に伴い、平成１７年度より栄養セミナー、平成１８年度
より糖尿病食生活教室、平成２２年度より減塩教室を開催。

【事業の成果】
　不適切な食習慣や運動不足による生活習慣病の増加が重要な課題になっている。これら
に対処するため、各地域での栄養改善に関する健康教育、健康相談を実施することにより
、地域住民の健康づくりおよび生活習慣病の発症予防、重症化予防を推進することができ
た。
　　　　　　　 平成２４年度　　　　　平成２５年度　　　　　平成２６年度
・決算額　　　 ４８７千円　　　　　  ４８５千円　　　　　　４４０千円
・栄養セミナー 3回シリーズを2クール　3回シリーズを1クール　3回シリーズを1クール
・糖尿病食生活教室
　　　　 　　　4回シリーズを1クール　4回シリーズを2クール　4回シリーズを2クール
　　　　　　　 3回シリーズを1クール（平日と土曜日教室）　　（平日と土曜日教室）
　　　　　　　　（土曜日教室）          
・減塩教室　　 2回シリーズ　　　　　 2回シリーズ　　　　　 1回×2クール

【今後の課題・方向性】
　生活習慣病の発症には「食」に起因する疾病が多く、一人でも多くの市民の生活習慣病
の発症予防および重症化予防につなげるため、個人に合わせた支援をしていく。　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 440 0 

健康対策費

当初予算額 560 

補正予算額 0 

健０３４ 項　　目　　名 成人栄養改善事業費

主要な施策 食育活動等推進事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

－ 109 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 959 その他 0 

（参考） 評価
結果

心身の機能の発達著しい乳幼児期から、食に関する知識の習得や、体験をすることで生涯にわたる健全な心身と豊かな人間性を育む基礎となる
事業として今後も充実を図る。前年度決算額 974 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 959 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,004 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】食育推進係 0857-20-3192

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
  予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９４（健０３１）

【事業の概要】
　乳幼児期の食のあり方は、健康的な食習慣を定着させる大切な時期であるが、育児不安
　の要因の一つにもなっている。そのため、従来より乳児期を対象に実施している「離乳
　食講習会」に加え、平成１８年度より幼児期を対象とした｢食育教室｣を実施している。

【事業の成果】
　乳幼児期より日本的な食文化や食材に触れる機会を増やすことで、規則正しい食習慣が
　身につき、健やかな心と身体の成長、保護者の不安軽減につなげていくことができた。

　　　　　　　　　平成２４年度　平成２５年度　平成２６年度
　・決算額　　　　９９２千円　　９７５千円　　９５９千円
  ・離乳食講習会　４８回　　　　３９回　　　　４２回
　・食育教室　　　６７回　　　　４５回　　　　８４回
　
【今後の課題・方向性】
　生涯の健康維持には、乳幼児期からの健康的な食習慣の定着が必要である。引き続き、
　健全な食生活が実践できるよう対象者に合わせた支援をしていく。　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 959 0 

健康対策費

当初予算額 1,004 

補正予算額 0 

健０３５ 項　　目　　名 母子栄養改善事業費

主要な施策 食育活動等推進事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 2,601 その他 0 

（参考） 評価
結果

　通院困難な在宅高齢者及び通所サービス利用者の口腔状態を知らせる事により、本人、家族、関係専門職へ口腔への関心を持ってもらい高齢
者の健康維持とさらなる病気への予防につなげるよう啓発していく。前年度決算額 2,084 

財
源
内
訳

国・県支出金 974 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,627 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,604 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3194

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９４（健０３２）

【事業の概要】
　６５歳以上で通院困難な在宅及び通所サービス利用者に歯科医師が、施設歯科健診及び訪問歯科
調査を実施する事で、適切な口腔管理について動機づけする機会を確保し、歯科保健に対する意識
を高め、高齢者の健康づくりを推進する。

【事業の成果】
　対象者：６５歳以上で通院困難な在宅及び通所サービスを利用している高齢者等
　実施方法：歯科医師等が訪問し、訪問歯科調査を実施
　委託先：社団法人鳥取県東部歯科医師会

　平成２４年度　２，４４７千円　利用者　３４５人
　平成２５年度　２，０８４千円　利用者　２９３人
　平成２６年度　２，６０１千円　利用者　３６７人

【今後の課題・方向性】
　通院困難な在宅高齢者及び通所サービス利用者に口腔状態を知る機会を提供し、本人や
家族、関係専門職の歯科に対する関心を喚起するために継続実施する。　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 2,601 0 

健康対策費

当初予算額 2,440 

補正予算額 164 

健０３６ 項　　目　　名 在宅高齢者歯科対策事業費

主要な施策 在宅高齢者歯科対策事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

－ 110 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 302 その他 0 

（参考） 評価
結果

　市民に対し歯科保健の重要性を啓発し、口腔衛生の促進を図り口腔疾患予防をとおして健康増進へとつなげる。
前年度決算額 274 

財
源
内
訳

国・県支出金 175 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 127 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 406 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９５（健０３３）

【事業の概要】
　平成１６年度までは、単県事業として「ふしめ歯科検診」が実施されていたが、平成１
７年度より国の事業に移行した。
　歯科検診を実施し歯牙喪失の原因となる歯周疾患の早期発見、早期治療及び適切な指導
によりできるだけ長く自己の歯牙が保てるよう、市民の歯科保健に対する意識付けと健康
の保持増進を図る。

【事業の成果】
　対象者：４０、５０、６０、７０歳に達する者の１０歳ごとのふしめ年齢。
　委託先：鳥取県歯科医師会

　平成２４年度　２６４千円　受診者　１４０人
　平成２５年度　２７４千円　受診者　１４０人　　　　　　　　
　平成２６年度　３０２千円　受診者　１６８人　

【今後の課題・方向性】
　今後も市民に対して歯科保健の重要性を啓発し、受診者の増加を図っていく。　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 302 0 

健康対策費

当初予算額 406 

補正予算額 0 

健０３７ 項　　目　　名 ふしめ歯科検診事業費

主要な施策 ふしめ歯科検診事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 432 その他 0 

（参考） 評価
結果

鳥取市の若年層・高齢者層など各分野における自死対策の取り組みを総合的・一体的に進めるため、部署間での連絡・調整・協力が出来る体制
づくりを行うため庁内連絡会議を開催するよう検討する。前年度決算額 398 

財
源
内
訳

国・県支出金 432 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 454 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3194

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９５（健０３４）

【事業の概要】
　国は都道府県に平成２１年から５年間の予定で「地域自殺対策緊急強化基金」を造成し
た。これを受けて本市でも自死予防のための人材育成・普及啓発を行い、支援の必要な人
を早期に発見して適切な相談・医療機関に繋ぐことができることを目的に、自死を防止す
る各種の事業を行っている。平成２５年度で基金事業が終了する予定であったが、平成２６年度末
まで延期された。

【事業の成果】
　平成２４年度　５０３千円（人材育成…研修会開催　普及啓発…講演会、
　　　　　　　　啓発用紙芝居、啓発用リーフレット等）
　平成２５年度　３９８千円（人材育成…研修開催　普及啓発…啓発用紙芝居、
　　　　　　　　相談窓口紹介カード等）
　平成２６年度　４３２千円（人材育成…研修会開催　電話相談支援…鳥取いのちの電話
　　　　　　　　補助　普及啓発…啓発用紙芝居、メンタルチェックカード等）

【今後の課題・方向性】
　本市の自死対策の取り組みを総合的・一体的に進め、引き続き継続して実施する。　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 432 0 

健康対策費

当初予算額 151 

補正予算額 303 

健０３８ 項　　目　　名 地域自死対策緊急強化事業費

主要な施策 地域自死対策緊急強化事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

－ 111 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 5,492 その他 0 

（参考） 評価
結果

新生児期や乳幼児期の子どもを持つ家庭へのサポートを効率的かつ確実に実施するために今後も事業を継続する。
前年度決算額 5,610 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,602 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,890 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,088 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９６（健０３５）

【事業の概要】
　子どもの健やかな成長と子育てを支援するために、母子保健法に基づく新生児訪問指導
併せて児童福祉法に基づく「こんにちは赤ちゃん事業」として、実施。生後４か月までの
乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する不安や相談等に応じたり、情報提供を行
う。平成２５年度より未熟児訪問指導が、鳥取県から移譲となり、未熟児への全数訪問も
実施している。

【事業の成果】
　保健師及び委託した母子保健推進員が産婦及び新生児の家庭を訪問し保健指導を行うこ
とにより、子育てに関する不安を軽減し、その後の適切な育児へとつなげることができた
。また、これまで県が行ってきた未熟児の訪問指導を市が実施することで、身近な支援者
により継続的なかかわりを持つことができた。

　平成２４年度　５，４７７千円（産婦　１，５５１人　新生児　１，５５３人）
　平成２５年度　５，６１０千円（産婦　１，５７８人　新生児　１，５９７人）
　平成２６年度　５，４９２千円（産婦　１，５８０人　新生児　１，５８６人）

【今後の課題・方向性】
　事業の周知に努めるとともに全数訪問を目指して継続実施する。　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 5,492 0 

母子保健費

当初予算額 6,088 

補正予算額 0 

健０３９ 項　　目　　名 母子保健訪問指導事業費

主要な施策 母子保健訪問指導事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 142,018 その他 0 

（参考） 評価
結果

妊婦と胎児の健康を確保するために、妊婦が安心して健診を受けられる体制を継続実施していくことは重要である。
前年度決算額 143,328 

財
源
内
訳

国・県支出金 55 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 141,963 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 146,389 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196
　
【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９６（健０３６）
　
【事業の概要】
　母子手帳交付時にあわせて妊婦一般健康診査受診票を交付する。
　交付枚数は、妊娠全期を通して１４枚。ただし、多胎妊娠妊婦には左記に加えて５枚分
を追加で交付する。
　
【事業の成果】
　妊娠中の異常の早期発見や疾病予防のために、定期的な妊婦健康診査を受けることが必
要である。妊婦健康診査費の一部を助成することで経済的負担の軽減を図り、妊婦健診を
受けやすくし、安心して出産をむかえられるよう支援した。

　平成２４年度　１４３，６６８千円（一般　延２１，５００人　多胎　延２９人）
　平成２５年度　１４３，３２８千円（一般　延２２，１４５人　多胎　延２３人）
　平成２６年度　１４２，０１８千円（一般　延２１，７６５人　多胎　延２２人）

【今後の課題・方向性】
　妊婦健康診査の重要性について周知しながら継続実施する。　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 142,018 0 

母子保健費

当初予算額 143,512 

補正予算額 2,877 

健０４０ 項　　目　　名 妊婦健康診査費

主要な施策 妊婦健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 17,829 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子保健法に基づく健康診査で、鳥取県下統一した実施方法で行っている。継続実施が必要である。
前年度決算額 17,383 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 17,829 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 17,963 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９７（健０３７）

【事業の概要】
　母子保健法に基づく健康診査として、３～４ヶ月健診・９～１０ヶ月児健診の受診券を
発行し医療機関委託で実施する。

【事業の成果】
　成長発達の確認や疾病の早期発見をし、適切な指導を行い、乳児の健康の保持増進を図
ることができた。

　平成２４年度　１８，７２５千円　受診者　３，２３３人
　平成２５年度　１７，３８３千円　受診者　３，００９人　
　平成２６年度　１７，８２９千円　受診者　３，０２６人　
　
【今後の課題・方向性】
　乳児健康診査の効果的な推進について検討しながら継続実施する。　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 17,829 0 

母子保健費

当初予算額 17,931 

補正予算額 32 

健０４１ 項　　目　　名 乳児健康診査費

主要な施策 乳児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 2,957 その他 0 

（参考） 評価
結果

こどもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も
継続して実施する。前年度決算額 2,968 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,957 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,971 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９７（健０３８）

【事業の概要】
　乳児期の健康保持増進を図るためには、定期的に健康診査を受け健康状態を明らかにす
る必要がある。母子保健法に基づく健康診査。
　身体計測・小児科医の診察
　栄養指導（栄養士）・保健指導（保健師）
　絵本の読み聞かせ、ブックスタートパックの配布

【事業の成果】
　６か月児に健康診査を行い、成長発達の確認や疾病の早期発見をし、適切な指導を行うことで、
６か月児の心身の健やかな成長を図ることができた。　

　平成２４年度　２，８４５千円　受診者（受診率）　１，７０２人（９８．０％）
　平成２５年度　２，９６８千円　受診者（受診率）　１，５９６人（９８．０％）
　平成２６年度　２，９５７千円　受診者（受診率）　１，６０９人（９８．８％）

【今後の課題・方向性】
　子どもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており
今後も継続して実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 2,957 0 

母子保健費

当初予算額 2,971 

補正予算額 0 

健０４２ 項　　目　　名 ６か月児健康診査費

主要な施策 ６か月児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 4,725 その他 0 

（参考） 評価
結果

子どもの成長、発達の確認とともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継続実施する。
前年度決算額 4,533 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,725 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,791 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９８（健０３９）

【事業の概要】
　乳幼児の健康の保持増進を図るためには、定期的に健康診査を受け健康状態を明らかに
する必要がある。母子保健法第１２条に基づく市町村の義務健診。
　身体計測、小児科医師・歯科医師の診察、歯磨き指導、発達相談、栄養相談、育児相談

【事業の成果】
　１歳６か月の頃は単語を発したり、歩くことができるようになる大切な時期である。
　この時期に子どもの成長、発達の確認と、生活習慣への働きかけ、虫歯予防、食事、その他育児
等に関する支援ができた。

　平成２４年度　４，１３６千円　受診者（受診率）　１，７２２人（９７．５％）
　平成２５年度　４，５３３千円　受診者（受診率）　１，７２９人（９７．９％）
　平成２６年度　４，７２５千円　受診者（受診率）　１，５８５人（９８．４％）

【今後の課題・方向性】
　子どもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており
今後も継続実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 4,725 0 

母子保健費

当初予算額 4,531 

補正予算額 260 

健０４３ 項　　目　　名 １歳６か月児健康診査費

主要な施策 １歳６か月児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 6,271 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子保健法に基づいて実施しており、子どもの成長、発達の確認とともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継続実施す
る。前年度決算額 6,430 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,271 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,997 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９８（健０４０）

【事業の概要】
　母子保健法第１２条に基づく市町村の義務健診。
　１９９７年の法改正により、実施主体が市町村に移管されるに伴い、鳥取市としての事
業開始。
　問診、尿検査、視力検査、聴力検査、身体計測、小児科医師・歯科医師の診察、ブラッシング指
導、保健指導、栄養相談、育児相談、発達相談

【事業の成果】
　用事の健康・発達の個人的差異が明らかになる３歳児に対して健康診査を実施することにより、
視覚・聴覚・運動・心身の成長・発達の確認や疾病の早期発見に努めることができた。また、虫歯
の予防や育児に関する相談・助言を行い、幼児の健康の保持増進と育児支援を図ることができた。

　平成２４年度　６，０２９千円　受診者（受診率）　１，６６０人（９７．０％）
　平成２５年度　６，４３０千円　受診者（受診率）　１，６４９人（９７．０％）
　平成２６年度　６，２７１千円　受診者（受診率）　１，７４０人（９７．２％）

【今後の課題・方向性】
　母子保健法に基づいて実施しており、子どもの成長・発達を確認するとともに、子育て
支援としても重要な役割を担っており、今後も継続して実施する。　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 6,271 0 

母子保健費

当初予算額 6,997 

補正予算額 0 

健０４４ 項　　目　　名 ３歳児健康診査費

主要な施策 ３歳児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 1,237 その他 0 

（参考） 評価
結果

育児不安を軽減し、子どもの健やかな発育・発達を支援するために今後もライフステージとその課題に応じた教育と相談を継続実施する。
前年度決算額 1,219 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,237 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 1 

最終予算額 1,452 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９９（健０４１）

【事業の概要】
　母子の健康づくりや栄養管理、育児等について、グループワーク等の方法を用いて教室
を実施することで、母子の愛着形成を促進し子どもの健やかな発達を促す。また、発達が
気がかりな子どもやその保護者、育児不安を持つ母親等に対し、相談の場や親子のふれあ
いの場を設けて子どもの健全な発達を促し、育児不安の軽減を図る。

【事業の成果】
　各地区で活動している子育てサークルや支援センターからの要望に応じ、子育ての正し
い知識の普及や育児の悩みのグループワーク等を実施することで、育児不安の解消や母子
の孤立の防止につながった。　また母子の愛着形成を促進し、子どもの健やかな成長・発
達を促すことができた。

　　　　　　　　　　　平成２４年度　　　平成２５年度　　　平成２６年度
　決算額          　　１，５６２千円　  １，２１９千円　　１，２３７千円
　幼児学級（延）　　　23回（217人）　   22回（250人）　   23回（196人）
　地区健康教育（延）　144回（2,965人）  145回（3,349人）  151回（4,449人）

【今後の課題・方向性】
　保護者の育児不安を軽減し、子どもの健やかな成長・発達を支援するため、ライフステ
ージとその課題に応じた教育と相談を継続実施する　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 1,237 0 

母子保健費

当初予算額 1,348 

補正予算額 103 

健０４５ 項　　目　　名 育児等健康支援事業費

主要な施策 育児等健康支援事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 1,190 その他 0 

（参考） 評価
結果

６歳臼歯の生え始める時期に親子で歯科保健について学び、生涯を通じた歯の健康づくりについて意識付けを図ることは重要であり、今後も継
続が必要である前年度決算額 1,229 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,190 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,275 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ９９（健０４２）

【事業の概要】
　平成９年度に６歳臼歯保護意識づけモデル事業として実施し、平成１０年度から６歳臼
歯保護推進事業として開始。

【事業の成果】
　全乳歯が生えそろい、第１大臼歯（６歳臼歯）の生え始める幼児期後期に、６歳臼歯の保護を目
的とした歯の保健指導を実施し、生涯の歯の健康管理の意識付けを行うことで歯科保健水準の向上
を図ることができた。
　対象者：年長児とその保護者
　実施方法：保育園、幼稚園を会場に、歯科医師による講話・歯科保健指導を行う。
　委託先：鳥取県東部歯科医師会

　平成２４年度　１，２５０千円　実施園　５９園　参加人数　２，９２３人
　平成２５年度　１，２２９千円　実施園　５８園　参加人数　２，９００人
　平成２６年度　１，１９０千円　実施園　５６園　参加人数　２，７０７人

【今後の課題・方向性】
　６歳臼歯の生え始める機会に歯科保健についての意識付けを親子で行うことで生涯を通
じた歯の健康づくりを継続して推進する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 1,190 0 

母子保健費

当初予算額 1,275 

補正予算額 0 

健０４６ 項　　目　　名 ６歳臼歯保護推進事業費

主要な施策 ６歳臼歯保護推進事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 1,386 その他 0 

（参考） 評価
結果

　３歳児のむし歯罹患率は減少傾向にあるが、２歳から３歳の時期にむし歯に罹患しやすい状況にあり２歳児歯科健診は重要である。生活習慣
の中での口腔疾患予防教育を継続して啓発する。前年度決算額 1,423 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 13 0 

一般財源 1,373 諸収入 13 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,392 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１００（健０４３）

【事業の概要】
　１歳６か月から３歳までの間にむし歯の罹患率が急激に増える傾向があることから、東
部歯科医師会と協議し、平成１１年１月より２歳児歯科健診開始。
　歯科医師による診察、歯科衛生士による歯科保健指導及びフッ素塗布。

【事業の成果】
　２歳児は乳歯がほぼ生えそろい始めるが、間食や歯磨き等の生活習慣が不規則なため、虫歯にな
りやすい時期である。この時期に歯科健診・歯科保健指導を行うことにより、口腔の健康の保持増
進を図る。この事業を開始して、虫歯罹患率は減少傾向になった。

　平成２４年度　１，３０８千円　受診者　１，３９０人
　平成２５年度　１，４２３千円　受診者　１，４３０人　
　平成２６年度　１，３８６千円　受診者　１，３４７人

【今後の課題・方向性】
　２歳児歯科健診の必要性やむし歯予防教育の重要性を継続して啓発する。　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※その他財源の諸収入は、歯科健診歯ブラシ自己負担金。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 1,386 0 

母子保健費

当初予算額 1,392 

補正予算額 0 

健０４７ 項　　目　　名 ２歳児歯科健診事業費

主要な施策 ２歳児歯科健診事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 496 その他 0 

（参考） 評価
結果

　２歳から３歳にかけての時期にむし歯罹患率が急激に増加するため、２歳児歯科健診時の歯科保健指導の充実を図りながら継続的なフッ化物
塗布が必要である。前年度決算額 465 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 496 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 516 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１００（健０４４）

【事業の概要】
　生え始めの乳歯にフッ素を定期的に塗布することでむし歯を予防するために、平成１２
年度より２歳児フッ素塗布事業開始。

【事業の成果】
　生え始めて２～３年の乳歯は、エナメル質が未熟で虫歯になりやすい状態である。この時期に虫
歯予防処置として、フッ素を継続的・定期的に塗布し保健指導を実施することで、乳歯の資質の向
上と保護者の口腔への関心を高め、虫歯予防を図ることができた。
　対象者　：２歳児歯科健診の受診者
　実施回数：中央：月２回　年間２４回
　　　　　　東ブロック：年１２回　南ブロック：年４回　西ブロック：年６回
　実施方法：２歳児歯科健診時に１回目を塗布。２回目は歯科医師の指示により３か月～
　　　　　　６か月後に実施。　

　平成２４年度　４８８千円　受診者　２，３５０人
　平成２５年度　４６５千円　受診者　２，４２８人
　平成２６年度　４９６千円　受診者　２，３１２人

【今後の課題・方向性】
　２歳から３歳にかけてむし歯罹患率は急激に増えるため、２歳児歯科健診においての歯
科保健指導の充実と継続的なフッ素塗布を実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 496 0 

母子保健費

当初予算額 516 

補正予算額 0 

健０４８ 項　　目　　名 ２歳児フッ素塗布事業費

主要な施策 ２歳児フッ素塗布事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 13,999 その他 0 

（参考） 評価
結果

少子化対策の一環として、市民が安心して子どもを産める環境づくりは継続的に必要である。
前年度決算額 13,576 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 13,999 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 △ 28 

最終予算額 15,649 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次　当初予算・Ｐ１０１（健０４５）

【事業の概要】
　経済的負担が原因で子どもを諦める夫婦がないように治療費を助成することで子どもを
望む夫婦が安心して子どもを産み育てる環境づくりを行うために、鳥取県特定不妊治療助
成事業の対象となった人に対して治療費の追加助成を行う。
（１）平成２６年５月３１日までに新規で助成を受けた場合
　　　１年度に２回（初年度は３回）を限度に通算５年度で１０回まで
　　　鳥取県特定不妊治療助成事業の対象となった費用から、鳥取県の助成金を控除した
　　額又は５万円（以前に凍結した胚を解凍して胚移植を実施した治療については２万５
　　千円）のいずれか低い額を助成。それ以上の回数になる場合は、鳥取県特定不妊治療
　　助成事業の対象となった費用から、鳥取県の助成金を控除した額又は２万５千円のい
　　ずれか低い額を助成。
（２）平成２６年６月１日以降、新規で助成を受ける場合
　　　妻の年齢が４０歳未満の場合は通算５年度で６回まで。４０歳以上の場合は、初年
　　度３回、次年度２回までの治療費を助成。内容については上記と同様。

【事業の成果】
　平成２４年度　１３，１２７千円　助成件数　実１７０名（延２９５件）
　平成２５年度　１３，５７６千円　助成件数　実１７９名（延３８２件）
　平成２６年度　１３，９９９千円　助成件数　実１７６名（延３８５件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 13,999 0 

母子保健費

当初予算額 10,991 

補正予算額 4,686 

健０４９ 項　　目　　名 特定不妊治療助成事業費補助金

主要な施策 特定不妊治療助成事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 603 その他 0 

（参考） 評価
結果

市民が安心して子どもを産み育てる環境を確保するために継続実施する。
前年度決算額 487 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 603 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 29 

最終予算額 603 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】母子保健係　0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】予算事業別概要目次　当初予算・Ｐ１０１（健０４６）

【事業の概要】
　保険適用とならない人工授精の費用の一部を助成することにより、治療に係る経済的な
負担を軽減する。
　特定不妊治療費については県・市の助成事業が実施されていたが、特定不妊治療の前段
である人工授精については保険適用となっていなかったため、子どもを産み育てたいが不
妊に悩む夫婦の治療に係る経済的負担が大きかった。
　県が平成２３年７月１日より人工授精費助成事業を開始したことに伴い、上乗せ助成をすること
で少子化対策の施策とするため、市は平成２３年１０月１日から制度を開始した。
（１）対象者
　　県から本事業の交付決定を受け、かつ申請時に市内に１年以上居住している人。
（２）助成額と根拠
　　治療費の２割を通算２年度助成。県５割・市２割の助成を合わせて実質的な自己負担
　を３割。

【事業の成果】
　平成２４年度　５６８千円　助成件数　実６５名（延７０件）
　平成２５年度　４８７千円　助成件数　実５７名（延５９件）
　平成２６年度　６０３千円　助成件数　実６９名（延７６件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 603 0 

母子保健費

当初予算額 536 

補正予算額 38 

健０５０ 項　　目　　名 一般不妊治療助成事業費

主要な施策 一般不妊治療助成事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 385,695 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の感染症予防対策の動向を見据えながら、予防接種法等に基づき適切に事業を実施する。
前年度決算額 214,141 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 385,695 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 469,788 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191
【９次総の施策体系】3102
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１０２（健０４８）、９月補正・Ｐ１３（健００９）
【事業の概要】
　予防接種法第２条第２項（Ａ類疾病の指定）、第５条第１項（定期接種の実施）予防接
種法施行令第１条（政令で定めるＡ類疾病の指定）、第１条の３（定期接種を行う疾病及
びその対象者）に基づき集団接種及び個別接種として実施する。
【事業の成果】
　伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防するために予防接種を行い、公衆衛生
の向上及び増進に寄与している。
　平成２４年度　２７７，９２７千円（ＢＣＧ1,666件、生ポリオ857件、不活化ポリオ
　　　　　　　　4,666件、三種混合5,801件、二種混合1,487件、四種混合1,195件、
　　　　　　　　ＭＲ１期1,784件、ＭＲ２期1,683件、ＭＲ３期1,694件、ＭＲ４期
　　　　　　　　1,431件、風しん３期1件、日本脳炎8,287件
　平成２５年度　２１４，１４１千円（ＢＣＧ1,293件、不活化ポリオ1,876件、三種混合
　　　　　　　　1,785件、二種混合1,218件、四種混合5,216件、ＭＲ１期1,691件、
　　　　　　　　ＭＲ２期1,693件、日本脳炎6,483件
　平成２６年度　３８５，６９５千円（ＢＣＧ1,601件、不活化ポリオ844件、三種混合
　　　　　　　　430件、二種混合1,279件、四種混合6,388件、ＭＲ１期1,620件、
　　　　　　　　麻しん１期1件、ＭＲ２期1,571件、日本脳炎6,410件、ヒブワクチン
　　　　　　　　6,651件、小児用肺炎球菌ワクチン6,555件、子宮頸がん予防ワクチン
　　　　　　　　88件
【今後の課題・方向性】
　予防接種法に基づき、適切に実施していく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 385,695 0 

予防費

当初予算額 448,881 

補正予算額 20,907 

健０５１ 項　　目　　名 Ａ類疾病予防接種費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 149,126 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の感染症予防対策の動向を見据えながら、インフルエンザ、肺炎球菌感染症の予防接種を実施する。
前年度決算額 97,075 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 149,126 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 △ 5 

最終予算額 161,392 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191
【９次総の施策体系】3102
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１０２（健０４８）、９月補正予算・Ｐ１３（健０１０）
【事業の概要】
　平成１３年の予防接種法の改正により高齢者に対し定期接種としてインフルエンザ予防
接種を開始した。また、平成２５年度から重度の心身障がい者・重症心身障がい児へのイ
ンフルエンザ費用助成を開始し、平成２６年度には予防接種法施行令の改正により定期接
種として高齢者肺炎球菌感染症予防接種を、任意接種である就学前乳幼児へのインフルエンザ接種
費用の助成を開始した。
【事業の成果】
　　　　　　　　　　　　　　　平成２４年度　　　平成２５年度　　  　平成２６年度
　決算額　　　　　　　　　９５，３０３千円　９７，０７５千円　１４９，１２６千円
　インフルエンザ
　　６５歳以上　　　　　　　３１，１９１人　　３２，３９２人　　　３３，０９１人
　　６０～６４歳の一定の障がい者　　８５人　　　　　　７９人　　 　　　　 ７２人
　　重症心身障がい者及び　　　　　　　　　　　　　　１５４人　　 　　　 １７０人
　　重症心身障がい児
    就学前乳幼児　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 ６，４４２人
　高齢者肺炎球菌感染症
　　６５歳以上（経過措置あり）　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 ５，８３６人
　　６０～６４歳の一定の障がい者                              　　　　 　 ３９人

【今後の課題・方向性】
　インフルエンザ、肺炎球菌感染症による疾病の重症化、感染の拡大を防止するために、
継続して実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 149,126 0 

予防費

当初予算額 114,696 

補正予算額 46,701 

健０５２ 項　　目　　名 Ｂ類疾病予防接種費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 2,322 その他 0 

（参考） 評価
結果

風しんの流行状況や先天性風しん症候群の発生状況などを確認しながら事業の継続を検討する。
前年度決算額 7,653 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,039 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,283 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 7,449 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１０３（健０４９）

【事業の概要】
　予防接種により、風しんのまん延及び先天性風しん症候群の発生を防ぐ。

【事業の成果】
　平成２５年度より、大人の風しん予防に向け予防接種費の助成を行っている。

　　　　　　　　　　　平成２５年度　　平成２６年度
　決算額　　　　　　  ７，６５３千円　２，３２２千円
　助成人数
　　１９～５０歳未満女性
　　　ＭＲ混合　　　　４９３人　　 　 ７９人
　　　風しん単独        ８８人　　 　 ４５人
　　妊婦の夫
　　　ＭＲ混合 　　　 ２２９人　　 　 ９９人
　　　風しん単独　　　  ３６人　　 　 ４８人
　
【今後の課題・方向性】
　風しんの流行状況や先天性風しん症候群の発生状況などを確認しながら事業の継続を検
討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目

本年度決算額 2,322 0 

予防費

当初予算額 7,449 

補正予算額 0 

健０５３ 項　　目　　名 風しん予防接種費助成事業費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
中央保健センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 4,329 その他 0 

（参考） 評価
結果

保護者の養育支援や児童の健全育成の環境を確保するため、制度を継続して維持する。
前年度決算額 3,117 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,410 0 

地方債 0 0 

その他 510 0 

一般財源 1,409 諸収入 510 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,635 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ８３（健０１０）

【事業の概要】
　仕事、疾病、家庭の事情等により一時的に家庭での育児が困難なとき、その間の養育を
頼れる支援者のない保護者を支援するため、宿泊を伴うショートステイ事業及び平日の夜
間・休日のトワイライトステイ事業による一時預かりを実施。

【事業の成果】
　ショートステイ及びトワイライトステイ事業の利用件数は増加傾向にあり、事業の必要
性が増している。
　平成２４年度利用延べ日数（ショートステイ３０１日、トワイライトステイ１７４日）
　平成２５年度利用延べ日数（ショートステイ４８１日、トワイライトステイ１３３日）
　平成２６年度利用延べ日数（ショートステイ６３１日、トワイライトステイ１０３日）

【今後の課題・方向性】
　保護者の養育支援や児童の健全育成が図られる環境を確保するため、制度を継続して維
持する。また、緊急的な日中の一時預かりの要望に応えられるよう、制度の拡充が望まれ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※その他財源の諸収入は、子育て支援短期利用者負担金。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 4,329 0 

児童福祉総務費

当初予算額 2,819 

補正予算額 1,816 

健０５４ 項　　目　　名 子育て支援短期利用事業費

主要な施策 子育て支援短期利用事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
こども発達・家庭支援センター年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 297 その他 0 

（参考） 評価
結果

発達上の困難を抱える児をもつ保護者にとって、就園前の家庭以外の小集団の場所として、他児や、保護者同士との交流を通し、児の発達促
進、発達理解、将来を見通せる力をつけていくきっかけとなっている。今後もより専門性、内容の充実をはかりながら拡充をはかる。前年度決算額 292 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 297 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 298 その他財源の内訳

　会計名 【問合わせ先】発達支援係 0857-33-4012

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１０３（健０５０）

【事業の概要】
　　発達障がい又はその疑いのある又は成長や発達に心配や不安のある概ね２～３歳の幼
　児及びその保護者を対象とした療育活動
　　具体的には、週１回、１０～１２組程度の対象親子に対し、保育士及び発達支援員に
　よる療育プログラムの実施、保護者への療育指導、交流等を実施した。

【事業の成果】
　　主に家庭にいて、発達に困難感を抱える幼児に対する発達支援を行うことによる発達
　促進と、その児の子育てに困り感を抱える親に対し、親子遊びを中心とした児への接し
　方を伝え、共に児の発達を共有するとともに、教室後のｽﾑｰｽﾞな就園移行を行った。
　　平成２４年度（１１月～３月）：開催  ８回、実  ７組　延  ５３組参加
　　平成２５年度（  ４月～３月）：開催４１回、実２２組　延３５１組参加
　　平成２６年度（  ４月～３月）：開催４５回、実１７組　延２９６組参加

【今後の課題・方向性】
　　保育園や幼稚園の就園前に、家庭以外の小集団の場所として、児童の発達を促し、保
　護者の子どもの理解と将来を見通せる力をつけていけるよう、今後も週１回の開催によ
　り療育の場を確保し、幼児期の療育の充実を図る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 297 0 

児童福祉総務費

当初予算額 298 

補正予算額 0 

健０５５ 項　　目　　名 親子通所療育事業費

主要な施策 児童発達支援事業費 ページ 31 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
こども発達・家庭支援センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 7,383 その他 0 

（参考） 評価
結果

児童虐待防止について市民の理解を一層高めていくとともに、関係機関と連携を図りながら、育児に不安や困り感を抱える養育者等への相談・
支援、児童虐待の未然防止、早期発見及び早期支援により、児童虐待防止事業を継続して行わなければならない。

前年度決算額 6,714 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,751 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 5,632 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 △ 72 

最終予算額 7,583 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　６月補正・Ｐ３０（健００７）

【事業の概要】
１　児童虐待の通告相談対応
２　児童虐待の予防・支援対策の検討
３　鳥取市要保護児童対策地域協議会の事務局
４　児童虐待防止に係る市民啓発に関すること
５　妊娠期から出産・子育て期までの包括的な子育て相談・支援に関すること

【事業の成果】
　妊娠期から出産や子育ての不安・悩み等の相談支援を行い、養育者が身近で安心して相
談できることにより、安心で適切な養育につながり、児童虐待の未然防止が図れている。
　平成２４年度：通告相談件数163件、子育て相談ダイヤル178件、早期母子支援408件
　平成２５年度：通告相談件数238件、子育て相談ダイヤル187件、早期母子支援336件
　平成２６年度：通告相談件数279件、子育て相談ダイヤル198件、早期母子支援375件

【今後の課題・方向性】
　子育てを行う養育者に対し、身近で分かりやすく、ワンストップで利用しやすい、妊娠
期から出産・子育て期まで安心して相談出来る総合的相談支援の拠点整備を図っていく必
要がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 7,383 0 

児童福祉総務費

当初予算額 6,840 

補正予算額 815 

健０５６ 項　　目　　名 こども家庭支援事業費

主要な施策 こども家庭支援事業費 ページ 31 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
こども発達・家庭支援センター年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 5,143 その他 0 

（参考） 評価
結果

養育者による家庭での養育が、安全に適切かつ十分に行われるように、家庭内で継続的に支援を行ない、また、カウンセリングによる専門的な
助言により、養育者の養育力を確保していくために必要かつ重要な事業であり、今後も事業の導入が必要な世帯の把握に努め、支援の拡充を
図っていく。前年度決算額 4,702 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,522 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,621 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 △ 34 

最終予算額 5,389 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１０４（健０５１）

【事業の概要】
１　育児困難な状態にある養育家庭や児童養護施設等退所後の児童の家庭など特に支援を
　要する家庭に対し、支援員の家庭訪問による育児相談・支援をＮＰＯ法人子どもの虐待
　防止ネットワーク鳥取（ＣＡＰＴＡ）に委託し実施
　　訪問支援延べ回数：24年度304回、25年度462回、26年度572回
２　妊婦や出産後間もない養育者及び、養育が十分に行えていない養育者や児童養護施設
　等から児童の家庭復帰が予定されている養育者などに対し、雇上げ臨床心理士によるカ
　ウンセリングを週２日実施
　　カウンセリング延べ件数
　　　平成２４年度２０３件
　　　平成２５年度２２８件
　　　平成２６年度２４３件

【事業の成果】
　事業の導入により、養育者による適切な養育が行われている。

【今後の課題・方向性】
　核家族化及び、地域とのつながりの希薄化など、家庭での養育力が低下する傾向にあり
、今後も、安心で適切・十分に養育が行なわれるよう、支援していく必要がある。　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 5,143 0 

児童福祉総務費

当初予算額 4,580 

補正予算額 843 

健０５７ 項　　目　　名 養育支援訪問事業費

主要な施策 こども家庭支援事業費 ページ 31 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
こども発達・家庭支援センター年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 156 その他 0 

（参考） 評価
結果

事業に参加している間、親は子どもを託児に預けて離れられ、親同士が子育て体験を話し、共有することで自己肯定感が高められ、リフレッ
シュして育児に向き合えるようになっている。また、子育て支援に関わる関係機関職員に対して継続的にスキルアップを図っていく。前年度決算額 150 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 156 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 171 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１０４（健０５２）

【事業の概要】
１　強い育児不安や困り感を抱える保護者に対して、子育ての体験や悩みなどを、保護者
　同士が安心して語れる場を月一回提供
２　子育て支援・虐待予防に関わる関係機関支援者のスキルアップ研修

【事業の成果】
１　子どもを託児に預け、親同士が自身の子育て体験を話し、共有することで自己肯定感
　が高められ、子育ての自信・安心につながっている。
　　　平成２４年度（親６２人、児６８人）
　　　平成２５年度（親６６人、児６３人）
　　　平成２６年度（親６０人、児５１人）
２　子育ての支援者に有効な研修を企画・実施し、参加者も増えている。
　　　平成２４年度　１９人
　　　平成２５年度　８８人
　　　平成２６年度　６３人

【今後の課題・方向性】
１　今後も育児に不安や悩みを抱える養育者が、自己肯定感を高め、自信を持って育児が
　行われるよう事業を継続していく。
２　支援者に習得してもらいたい研修を企画・実施していく。　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 156 0 

児童福祉総務費

当初予算額 171 

補正予算額 0 

健０５８ 項　　目　　名 親と子のすこやか推進事業費

主要な施策 こども家庭支援事業費 ページ 31 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
こども発達・家庭支援センター年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 14,468 その他 0 

（参考） 評価
結果

鳥取・因幡定住自立圏域に唯一の施設であり、今後も発達上に困難感を抱える児童の発達支援及び親の相談・支援を行なっていく必要がある。
前年度決算額 24,520 

財
源
内
訳

国・県支出金 248 0 

地方債 0 0 

その他 14,220 0 

一般財源 0 諸収入 3,120 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 98 

最終予算額 15,276 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　１２月補正・Ｐ１９（健００９）

【事業の概要】
１　若草学園を運営し、発達支援が必要な幼児に対する療育、相談支援を実施。
２　平成２７年４月から児童発達支援センター若草学園において相談支援事業を実施する
　ための開設準備を行う。

【事業の成果】
１　発達支援が必要な幼児が通園し、療育の実施による発達支援を行った。
２　平成２７年４月から相談支援事業開始のための実施体制を整えた。

【今後の課題・方向性】
　児童発達支援センターとして、発達支援が必要な幼児の通園療育施設として若草学園を継続的に
運営するとともに、地域療育等相談支援の充実を図っていく。　　　　　　　　　　　　　

※その他財源の諸収入は、保育園等保育士共食費負担金、若草学園日中一時支援事業費、若草学園
食費負担金。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目

本年度決算額 14,468 11,100 

知的障害児通園施設費

当初予算額 25,363 

補正予算額 △ 10,185 

健０５９ 項　　目　　名 若草学園管理運営費

主要な施策 市立若草学園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局
こども発達・家庭支援センター年度 H26 事業の概要
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